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  2009 年 4 月，改正障害者雇用促進法が施行された。一部の施行は，2010 年






























































































【仕事に関する満足度】  日本労働研究機構の調査をベースにアレンジし，18 項
目の質問を作成。























































　　　＜規模別＞大企業 4 社，中小企業 13 社
＜産業別＞建設 1，製造 2，サービス 10，卸・小売 1，情報通信 1，運輸 1，
福祉 1
　　　＜所在地別＞神奈川県 10，東京 2，栃木県 3，福島県 1，富山県 1
　　　






  総務43人 (4％），人事45人 (5％），経理24人 (2％），企画24人 (2％），
  営業 283 人 (29％），研究開発 11 人 (1％），生産管理 42 人 (4％），
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  在庫管理 5 人 (1％），顧客管理 9 人 (1％），設計 411 人 (43％），現
場工事 34 人 (4％），配送 18 人 (2％），清掃 10 人 (1％），その他 3
人 (0.3％）
　　　＜役職＞
     　　  経営層 32 人 (3％），経営層以外の管理職 200 人 (21％），
　 　　  それ以外の一般社員 730 人 (76％）
　　　
　　　＜勤続年数＞
　　　   5 年未満    258 人（27％）
　　　   5 年以上～ 10 年未満 206 人（21％）
 　　　  10 年以上～ 15 年未満 105 人（21％）
    　　  15 年以上～ 20 年未満 115 人（23％）
 　　　  20 年以上     278 人（29％）
　　　
　　　＜雇用形態＞
　 　　  正社員 844 人 (88％），嘱託 29 人 (3％），派遣 3 人 (0.3％），
 　　　  パート／アルバイト 86 人 (9％）
　　　
　　　＜性別＞
 　　　  男性 635 人 (66％），女性 327 人 (34％）
　　　
　　　＜婚姻の有無＞
 　　　  未婚 263 人 (27％），既婚 639 人 (66％），死別・離別 60 人 (6％）
　　　
　　　＜子どもの有無＞
　 　　  いる 567 人 (59％），いない 395 人 (41％）
　　　
　　　＜年齢＞
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　　　　10 代 10 人（1％），20 代 118 人（12％），30 代 284 人（30％），
　　　　40 代 310 人（32％），50 代 184 人（19％），60 代以上 56 人（6％）
Ⅱ ３つの尺度に関する因子分析
１．精神健康度尺度についての因子分析と信頼性の検証
  精神健康度を測る尺度として，GHQ を採用したが，アンケート回答者の負担
を減らす目的もあり，12 項目とした。また，通常の GHQ の記入形式であると
答えにくいとの声が複数あったため，仕事の満足度を尋ねる際と同じ質問形式
にした。回答の選択肢は，4 択とした。集計は，リッカートの 4 件法（０～３）
で行った。
  抽出法は最尤法，プロマックス回転の組み合わせで，因子分析を行った結果，
以下のように，2 つの因子が析出された。両因子にわたって 0.4 を超えた項目
は無かった。




  因子分析の結果，表 2-1 のような結果が得られた。






  12 項目全体および２つに分けた尺度それぞれについて，信頼性を確認した
ところ，Cronbach's αは，12 項目で 0.873，GHQ マイナス 6 項目で 0.816，
GHQ プラス 6 項目で 0.848 であった。
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２．仕事満足尺度についての因子分析と信頼性の検証
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を参考にしつつ，想定される 3 つの因子ごとに 5 項目の質問を設定し，さらに，







4   日本労働研究機構【2003】p.75。
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  因子分析における抽出法は最尤法，回転はプロマックス法を用い，表 2-2 の
ような結果を得た。KMO は 0.948，Bartlett の球面性検定は 0.1％水準で棄却
であった。
  また，複数の因子にわたって 0.4 を超える項目はなかった。
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「Job Involvement」とした。  
  Cronbach's αは，18 項目全体では 0.943，「職務満足」6 項目は 0.936，「組
織コミットメント」7 項目は 0.871，「Job Involvement」5 項目は 0.904 であり，
信頼性はが得られているといえる。
３．障がい者パフォーマンス尺度についての因子分析と信頼性の検証




























  なお，同因子に対して信頼性分析を行ったところ，4 項目全体の Cronbach's 
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  Cronbach's αは，「５．」をはずした 14 項目全体では 0.891，「同等性」7 項
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て雇用していなければ，効果的に能力を引き出すことが難しい場合もありうる。






















5    生川【2007】p.98。



























6    生川【2007】p.75。
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  なお，Kruskal-Wallis 検定の結果および Steel-Dwass の検定を用いた多重比較
の結果を表にまとめ掲載する｡ p 値は詳しく掲載したため，一瞥ではわかりに
くくなっている｡ 判別しやすいように，p ＜ 0.05，p ＜ 0.01，p ＜ 0.001 で
有意な場合は，すべて太線で囲った｡
（１）「プライベートな接触」の場合
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7    宗近・田島【2007】p.18 ～ 19。
8    宗近・田島【2007】p.14。
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  イメージ変化と他の項目との相関係数（表 4-4）は，いずれもそれほど高い
ものではないが，有意であった。













ST1R SºT1R SººT1R 1RØBTU+Ü
 ./044 ./L24 ./1044 ./LK4
¥¦§¨©ª¦«ª¬©­ .33444 .L444 .11444 .L1444
 ¡¢T£¤T .B/444 .L0444 .1L444 .12444





































  なお，障がい者雇用の有無と業績とでは，前期の相関係数が -0.156，前々々
期が 0.123 で有意であった。Mann-Whiteney の U 検定でも，その 2 期につい
ては有意な差があった。
Ⅴ パス解析




  カイ自乗検定による有意確率は 0.075 であり，５％水
準で棄却ではなかった。モデルは，採用されることに
なる｡
  CFI，RMSEA，PCLOSE は，表 5-1 のような数値を示した。
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ではない。当てはまりが良いモデルといえよう。
  また，表 5-2 に掲載するように，検定統計量は，いずれも 1.96 を超えており，
有意確率は、パス係数がすべて有意であることを示している。
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  精神健康度についても，「GHQ プラス」にした場合が最も当てはまりが良かっ
た。「業績」は，業界平均と比較し 5 段階で評価した 3 期分のポイントを合計
したものである。
  なお，「職務満足」から「GHQ プラス」に向かう矢印の検定統計量がマイナ
スになっているのは，数値が低いほど健康度が高いという GHQ の特性にある。
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